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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

（1） 連結経営指標等

 

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 14,419 14,274 14,074 13,604 14,047

経常利益 (百万円) 1,050 1,542 1,378 882 636

親会社株主に帰属する

当期純利益
(百万円) 619 975 828 566 389

包括利益 (百万円) 639 1,003 854 863 △93

純資産額 (百万円) 9,751 10,620 11,062 11,724 11,560

総資産額 (百万円) 18,151 17,818 18,727 19,402 19,329

１株当たり純資産額 (円) 292.15 318.08 330.91 350.56 345.04

１株当たり当期純利益金額 (円) 18.82 29.63 25.17 17.22 11.85

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 53.0 58.7 58.1 59.5 58.7

自己資本利益率 (％) 6.6 9.7 7.8 5.1 3.4

株価収益率 (倍) 11.0 8.5 9.2 13.1 11.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 2,073 1,589 726 2,006 1,205

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,140 △697 △771 △1,202 △811

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △829 △1,346 118 △125 △251

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 1,952 1,498 1,572 2,250 2,393

従業員数 (名) 308 307 300 331 340
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員であります。（再雇用嘱託社員及び契約社員を含み、当社グループから当社グループ

外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含んでおります。）

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。
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（2） 提出会社の経営指標等

 

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 12,232 12,126 12,183 11,303 10,711

経常利益 (百万円) 875 1,445 1,179 749 424

当期純利益 (百万円) 535 939 727 775 286

資本金 (百万円) 1,855 1,855 1,855 1,855 1,855

発行済株式総数 (株) 32,930,749 32,930,749 32,930,749 32,930,749 32,930,749

純資産額 (百万円) 8,904 9,721 10,155 10,739 10,946

総資産額 (百万円) 16,221 16,123 16,971 17,762 17,351

１株当たり純資産額 (円) 270.58 295.44 308.61 326.39 332.68

１株当たり配当額

(１株当たり

中間配当額)

(円)

4.00 6.00 6.00 5.00 3.00

(―) (―) (3.00) (3.00) (―)

１株当たり当期純利益金額 (円) 16.27 28.56 22.12 23.58 8.70

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.9 60.3 59.8 60.5 63.1

自己資本利益率 (％) 6.2 10.1 7.3 7.4 2.6

株価収益率 (倍) 12.7 8.8 10.4 9.6 15.8

配当性向 (％) 24.6 21.0 27.1 21.2 34.5

従業員数 (名) 256 251 246 280 285
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員であります。（再雇用嘱託社員及び契約社員を含み、当社から他社への出向者を除

き、他社から当社への出向者を含んでおります。）
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２ 【沿革】

昭和12年10月 東洋精機株式会社を埼玉県蕨市に設立、資本金48万円。

昭和14年２月 社名を東洋精工業株式会社と変更、内燃機関用ピストン及びピストンリングを製造。

昭和24年12月 ガス、水道用鋳鉄管（立型鋳鉄管）の製造を開始。

昭和27年３月 東京営業所を開設。

昭和29年９月 遠心力砂型鋳鉄管の製造開始。

昭和35年１月 社名を日本鋳鉄管株式会社と変更、資本金１億5,000万円。

昭和37年１月 本社を東京に移す。

昭和37年７月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和38年５月 ダクタイル鋳鉄管（大口径管）の製造を開始。

昭和40年12月 建設業法による大臣登録の認可を受ける。

昭和42年４月 中部支社（名古屋市）を開設。

昭和44年７月 東北支社（仙台市）を開設。

昭和51年１月 北海道支社（札幌市）を開設。

昭和53年６月 倉庫業務、運送業務を開始。

昭和56年５月 工場を埼玉県久喜市菖蒲町へ全面移転。

昭和61年３月 鉄蓋工場（埼玉県久喜市）を買収し、製造を開始。

平成元年８月 多目的鋳造設備を導入。

平成５年９月 東京証券取引所市場第一部に上場。

平成８年３月 第１回無担保転換社債（調達資金30億円）の発行。

平成９年４月 日鋳商事株式会社の全株式を取得（現・連結子会社）。

平成10年１月 レジンコンクリート管の製造を開始。

平成10年８月 ポリエチレン管の製造を開始。

平成12年９月 九州支社（福岡市）を開設。

平成13年11月 日鋳サービス株式会社を設立（現・連結子会社）。

平成15年４月 エンジニアリング事業を開始。

平成16年１月 株式会社鶴見工材センターを設立（現・連結子会社）。

平成18年２月 利根鉄工株式会社の株式を取得（現・高崎工場）。

平成21年10月 本社を埼玉県久喜市菖蒲町の工場へ全面移転。

平成21年11月 東京事務所（本店）を開設。

平成26年４月 利根鉄工株式会社を吸収合併（現・高崎工場）。
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当社と連結子会社３社及びその他の関係会社２社で構成され、上下水道・ガス用資材であるダ

クタイル鋳鉄製品（鋳鉄管、鉄蓋）、樹脂管及び関連付属品の製造販売を主な事業としており、さらに倉庫業、道路

貨物運送業及び「産業廃棄物の運搬及び積み替え保管事業」等を展開しております。

当社グループの事業内容と、当社及び主要な関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

なお、下記区分は後記、第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］の注記に掲げる［セグメント情報］の区分と同

一であります。

 

 
日鋳商事株式会社 当社の販売店

株式会社鶴見工材センター ガス用配管材等の保管及び運送

日鋳サービス株式会社 鉄管類リサイクル事業等

ＪＦＥスチール株式会社 原材料等の購入等
 

 

 
事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

（連結子会社）   

ダクタイル鋳鉄関連,

樹脂管・ガス関連

  

日鋳商事㈱
(注)２，５

埼玉県
戸田市

28 100.0

・役員の兼任２名
・営業上の取引

当社製品の販売店
・資金援助

同社に対する資金融資

      

㈱鶴見工材センター
神奈川県
横浜市
鶴見区

50 樹脂管・ガス関連 60.0

・役員の兼任２名
・営業上の取引

ガス用配管材等の保管

及び輸送の委託先

      

日鋳サービス㈱
神奈川県
横浜市
鶴見区

40 樹脂管・ガス関連 100.0
・役員の兼任４名
・営業上の取引

原材料の購入先

      
(その他の関係会社)      
ジェイ エフ イー

ホールディングス㈱
(注)３

東京都
千代田区

147,143

鉄鋼業、総合エンジニ

アリング業等を行う子

会社の持株会社

（30.0）
〔30.0〕

・ＪＦＥスチール株式会社

の完全親会社

      
ＪＦＥスチール㈱

 
東京都
千代田区

239,644 鉄鋼事業
（29.3）

〔 0.1〕
・営業上の取引

原材料等の購入先
 

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　特定子会社であります。

３　有価証券報告書提出会社であります。

４　「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の〔内書〕は間接被所有割合であります。

５　日鋳商事株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。
 

主要な損益情報等 ①　売上高 5,370 百万円

 ②  経常利益 92 　〃

 ③　当期純利益 61 　〃

 ④　純資産額 228 　〃

 ⑤　総資産額 3,198 　〃
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５ 【従業員の状況】

（1） 連結会社の状況

平成28年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

ダクタイル鋳鉄関連 286

樹脂管・ガス関連 32

全社（共通） 22

合計 340
 

(注) １　従業員数は、就業人員であります。（再雇用嘱託社員及び契約社員を含み、当社グループから当社グループ

外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含んでおります。）

２　全社（共通）は、当社の総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

（2） 提出会社の状況

平成28年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

285 43.6 18.2 5,701
 

 

セグメントの名称 従業員数（名）

ダクタイル鋳鉄関連 251

樹脂管・ガス関連 12

全社（共通） 22

合計 285
 

(注) １　従業員数は、就業人員であります。（再雇用嘱託社員及び契約社員を含み、当社から他社への出向者を除

き、他社から当社への出向者を含んでおります。）

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

（3） 労働組合の状況

当社グループには、ＪＡＭ日本鋳鉄管労働組合が組織されており、平成28年３月31日現在組合員数は218名であ

ります。

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

（1） 業績

当連結会計年度（平成27年４月１日～平成28年３月31日）におけるわが国経済は、政府や日銀の景気対策等に

よる円安・株高傾向を背景に、企業収益や雇用情勢に改善が見られるなど、緩やかな回復基調で推移いたしまし

た。

当社グループを取りまく環境は、主力である水道用鋳鉄管類については、厚労省の水道整備費積算基準（一般

管理費率、現場管理費率）改定等による全国需要の減少に加え、工事労働者不足等により、厳しい状況となりま

した。

このような環境のなか当社グループは、「鋳鉄管等コア事業の収益力強化」、「技術競争力の向上」及び「経

営環境の変化に耐えうる財務体力の強化」に取り組んでまいりました。

その結果、当連結会計年度の経営成績は以下のとおりとなっております。

 
当連結会計年度の売上高につきましては、子会社において水道用付属品等の販売が増加したことにより、前年

同期と比べ４億42百万円（前年同期比3.3％）増収し、140億47百万円となりました。

損益につきましては、鋼屑などの原材料価格が前年同期に対し安値で推移したものの、連結財務諸表提出会社

（当社）における鋳鉄管類の売上高減少及び競争激化による市況軟化等により、営業利益は前年同期と比べ２億

23百万円（前年同期比26.4％）減少し、６億24百万円となりました。経常利益につきましても同様に、前年同期

と比べ２億46百万円（前年同期比27.9％）減少し、６億36百万円となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、経常利益の減少等により、前年同期と比べ１億76百万円

（前年同期比31.2％）減少し、３億89百万円となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。
　

① ダクタイル鋳鉄関連

当連結会計年度の売上高は、子会社において水道用付属品等の販売が増加したことにより、前年同期と比べ４億

71百万円（前年同期比4.0％）増収し、121億92百万円となりました。

セグメント利益（営業利益）につきましては、連結財務諸表提出会社（当社）の主力である水道用鋳鉄管類の

販売量減少及び競争激化による市況軟化等により、前年同期と比べ１億94百万円（前年同期比32.2％）減少し、

４億10百万円となりました。

 

② 樹脂管・ガス関連

当連結会計年度の売上高は、連結財務諸表提出会社（当社）においてガス用ポリエチレン管の販売が減少したこ

とにより、前年同期と比べ28百万円（前年同期比1.5％）減収し、18億54百万円となりました。

セグメント利益（営業利益）につきましては、子会社のリサイクル事業で行っている堀上管事業の利益率が低

下したことにより、前年同期と比べ23百万円（前年同期比9.6％）減少し、２億23百万円となりました。
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（2） キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結べースの現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、23億93百万円と前連結

会計年度末と比べ１億42百万円(前連結会計年度末比６.３％)の増加となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、12億５百万円(前連結会計年度は20億６百万円の増加)となりました。

これは主に法人税等の支払額３億50百万円があったものの、税金等調整前当期純利益６億19百万円、減価償却費

８億67百万円等が、資金の支出を上回ったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、８億11百万円(前連結会計年度は12億２百万円の減少)となりました。

これは主に有形固定資産の取得による支出８億２百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は、２億51百万円(前連結会計年度は１億25百万円の減少)となりました。

これは主にリース債務の返済による支出97百万円、長期借入金の返済による支出95百万円、配当金の支払額66百

万円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄関連 8,075 △15.3

樹脂管・ガス関連 854 +4.3

合計 8,929 △13.8
 

(注) １　セグメント間取引はありません。

２　金額は販売価格を以って計上しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄関連 12,610 +7.2 2,165 +24.0

樹脂管・ガス関連 1,854 △1.8 9 △9.0

合計 14,465 +6.0 2,174 +23.8
 

(注) １　セグメント間取引はありません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄関連 12,192 +4.0

樹脂管・ガス関連 1,854 △1.5

合計 14,047 +3.3
 

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
 

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

太三機工㈱ 2,465 18.1 2,459 17.5

東京瓦斯㈱ 1,428 10.5 1,401 10.0
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３ 【対処すべき課題】

（1）会社の経営の基本方針

当社は上下水道、ガス、情報通信を中心とした地域インフラ整備に対して、鋳鉄管、鉄蓋、樹脂管及び関連資

材の供給を中心とした事業展開を図っております。しかしながら、公共事業費縮減のなか、主力の水道用鋳鉄管

分野においても国内需要の低迷、不安定な販売価格などの事業環境は引き続き厳しさが予想されます。

このような環境のなか、当社は、コア事業の収益力を抜本的に強化するとともに、技術競争力の向上、さらに

は財務体力の強化を図ることにより強固な経営基盤を構築し、継続的に株主等のステークホルダーの期待に応え

ることを基本方針としております。

 

（2）対処すべき課題

当社は、平成26年９月に向こう３年間を展望した中期計画を策定致しました。この計画において、経営の基本

方針を下記の４項目に具体化し、着実に実施することにより安定的に収益が確保できる経営基盤を確立していき

ます。

 

①　鋳鉄管等コア事業の収益力強化

・適切な販売価格の維持・改善

・新型耐震管（ＧＸ管）等の原価低減

 

②　技術競争力の向上

・新型耐震管（ＧＸ管）拡大に伴う技術競争力の向上

・ガス用新継手構造の開発及び展開

・ＥＶＳ鉄蓋（食い込み・ガタツキ防止）の用途・口径拡大による販売促進

 
③　経営環境の変化に耐えうる財務体力の強化

・利益拡大による自己資本充実と有利子負債削減

・製品在庫の圧縮等によるフリーキャッシュ・フローの改善

 
④　安全、品質、コンプライアンス

・「もの造り」の基盤である「安全と品質」の確保

・コンプライアンスの徹底による社会から信頼される会社
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

 

（1） 原材料の価格変動

当社は主たる商品を素材から製造しており、原材料の製造原価に占める割合は約５割となっております。鋼

屑、コークス及び石油関連製品の購入価格が国際市況の影響を受け大幅に変動する場合があります。従って、原

材料価格の変動は当社の業績を大きく左右する要因となっております。

 

（2） 取引先（市場）について

当社グループが取り扱う商品の多くは、地方自治体等の公共事業向けとなるため、各年度の公共事業予算に依

存しております。従って、公共事業予算が大きく変動した場合、国内需要及び市況価格が変動し、当社グループ

の売上高及び業績に大きな影響を与える可能性があります。

 

（3） 貸倒損失の発生リスク

当社は、鋳鉄管等の上下水道用資機材を主に各地域の特約店を経由して配管工事業者等に販売しております。

当社の販売先である特約店については、各社の規模、財務状況等を精査し与信額を決定しておりますが、予期せ

ぬ原因で特約店向けの債権の回収が困難になるリスクがあります。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

（業務提携基本契約）

 

契約会社名 契約の相手先 契約締結日 契約内容 契約期間

提出会社 株式会社栗本鐵工所 平成14年６月25日

鋳鉄管事業等での生産・

物流・購買・技術分野に

おける業務提携

自　平成14年６月25日
至　平成29年６月24日
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６ 【研究開発活動】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、産業活動や日々の生活に欠かせない水・エネルギー・情報・通信など

を輸送・供給するための各種管材料及びその他の商品を提供することにより、社会に貢献することを会社存立の基

本理念としてまいりました。

そのなかで、技術対応として商品開発、施工技術及び品質保証の強化を行い、次世代を見据えた「Ｏｎｌｙ１」

商品の育成を推進するとともに、外部各種団体の研究会に参加し、市場動向と研究開発の情報収集に努めてまいり

ました。製造部門においても、技術開発による生産性と品質の向上をはかり、収益の改善及び企業体質の強化を目

指しております。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は１８百万円であり、各セグメント別の研究の目的、主要課

題、研究成果は次のとおりであります。

 

（1） ダクタイル鋳鉄関連

水道用ダクタイル鉄管の主力商品である耐震管につきましては、ＧＸ形ダクタイル鉄管が規格化されました。

ＧＸ形ダクタイル鉄管には、当社が長寿命化を目的として開発した超耐食塗装を施しております。

鉄蓋につきましては、当社の独自技術を付加した新型鉄蓋（ＥＶＳ構造）の開発が完了し、販売を開始しまし

た。今後はさらに用途・適用口径拡大を計画しております。また、ダクタイル鋳鉄の素材研究と生産技術向上の

ために、ＪＦＥグループ会社の一員として研究部会で活動するとともに、各種研究団体での活動を継続して行っ

ております。

当連結会計年度におけるダクタイル鋳鉄関連に係る研究開発費は１５百万円であります。

 

（2） 樹脂管・ガス関連

都市ガス供給用配管材のポリエチレン管化が急速に進むなか、これに対応させた新たな配管接合方式（ＰＭ継

手）をガス会社殿と共同で研究開発を行い、販売を開始しました。簡便且つ確実な配管を目的としたこの開発構

造の使用用途は広く、工事用部材から本支管常用設置部材に至るまで幅広い市場要求に応えるものであります。

このＰＭ継手につきましては、平成２７年度日本ガス協会の技術賞を受賞致しました。今後はさらに関連技術に

ついて研究開発を行います。

当連結会計年度における樹脂管・ガス関連に係る研究開発費は３百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1） 当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高が140億47百万円（前連結会計年度に比べ４億42百万円

3.3％の増収）、営業利益６億24百万円（前連結会計年度に比べ２億23百万円（26.4％）の減益）、経常利益６億

36百万円（前連結会計年度に比べ２億46百万円（27.9％）の減益）となりました。

また、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては３億89百万円（前連結会計年度に比べ１億76百万円

（31.2％）の減益）となりました。

　

① 売上高

子会社において水道用付属品等の販売が増加したことにより、売上高は140億47百万円と前連結会計年度に比べ

４億42百万円（前年同期比3.3％）の増収となりました。

　

② 営業利益

鋼屑などの原材料価格が前連結会計年度に対し安値で推移したものの、連結財務諸表提出会社（当社）における

鋳鉄管類の売上高減少及び競争激化による市況軟化等により、営業利益は６億24百万円と前連結会計年度に比べ２

億23百万円（26.4％）の減益となりました。

　

③ 経常利益

営業利益の減少により、経常利益は６億36百万円と前連結会計年度に比べ２億46百万円（27.9％）の減益となり

ました。

　

④ 親会社株主に帰属する当期純利益

経常利益の減少により、親会社株主に帰属する当期純利益は３億89百万円と前連結会計年度に比べ１億百万円76

（31.2％）の減益となりました。

　

（2） 資本の財源及び資金の流動性についての分析

① キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動により資金が12億５百万円増加しましたが、有

形固定資産の取得による支出８億２百万円等があったため、投資活動による資金については、８億11百万円の減少

となりました。

その結果、フリーキャッシュ・フローは３億94百万円の収入となりました。

これに対し財務活動によるキャッシュ・フローにおいて、リース債務の返済97百万円等があり、当連結会計年度

における現金及び現金同等物は１億42百万円の増加となりました。

　

② 有利子負債の状況

当連結会計年度は営業活動及び投資活動による収入を財源として、有利子負債（但し、リース債務は除く。）を

95百万円削減した結果、当連結会計年度末の有利子負債は25億95百万円となりました。

　

③ 財政状態

当連結会計年度末の総資産は、193億29百万円と前連結会計年度末と比べ72百万円減少しました。

これは主に有形固定資産が減価償却により、１億86百万円減少したこと等によるものであります。

負債合計は、77億69百万円と前連結会計年度末と比べ91百万円増加しました。

これは主に「繰延税金負債」が２億45百万円、「未払法人税等」が１億６百万円、流動負債の「その他」が１億

42百万円減少したものの「退職給付に係る負債」が５億90百万円増加したこと等によるものであります。

純資産合計は、115億60百万円と前連結会計年度末と比べ１億63百万円減少しました。

これは主に「親会社株主に帰属する当期純利益」により利益剰余金が３億89百万円増加したものの、「退職給付

に係る調整額」が４億92百万円減少したこと等によるものであります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、生産の合理化及び設備の更新に重点を置き、合わせて当連結会計年度に

おいては、置き場の舗装に関する設備投資を行っております。

 

当連結会計年度の設備投資（有形固定資産受入ベースの数値。金額には消費税等は含まない。）等の総額は６億63

百万円であり、セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであります。

 

（1） ダクタイル鋳鉄関連

提出会社の工場において置き場のコンクリート舗装工事等で総額６億19百万円の設備投資を行いました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

 

（2） 樹脂管・ガス関連

提出会社の工場においてレジコン製造設備の更新改造工事、連結子会社の日鋳サービス株式会社において事務

所新築工事等で総額43百万円の設備投資を行いました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

 

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

15/78



 

２ 【主要な設備の状況】

（1） 提出会社

平成28年３月31日現在

事業所名

（所在地）

セグメントの
名称

設備の

内容

帳簿価額（百万円）
従業

員数
(名)

建物及び

構築物

機械装置

及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

その他 合計

日本鋳鉄管株式会社

本社・工場
ダクタイル
鋳鉄関連

鋳鉄管、
鉄蓋生産
設備

928 2,046

2,215

218 5,409 216 
（ 　

116）

（埼玉県久喜市）
［　　
19］

鉄蓋精整工場 ダクタイル
鋳鉄関連、
樹脂管・

ガス関連

鉄蓋精整
設備、
レジンコン
クリート製
品生産設備

19 24

148

0 192 4

（埼玉県久喜市）
（    

3）

樹脂管工場
樹脂管・

ガス関連

樹脂管
生産設備

21 24

345

0 391 7
（埼玉県久喜市）

（    

8）

高崎工場

 
（群馬県佐波郡玉村町）

ダクタイル
鋳鉄関連
樹脂管・

ガス関連

異形管、

鉄蓋等

製造設備

125 175

583
（    

9）

16 900 25

 

 

（2） 国内子会社

平成28年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の

内容

帳簿価額（百万円）
従業

員数
(名)

建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

その他 合計

日鋳商事
株式会社

本社
ダクタイル
鋳鉄関連

リース資産
(車両)等

16 ―

 

67 84 35(埼玉県戸田市)
ほか６営業所

（  ―）

［   2］

株式会社
鶴見工材

センター

本社
樹脂管・

ガス関連
倉庫設備 174 8

 

3 186 16(神奈川県
横浜市
鶴見区)

（  ―）

［  18］

日鋳サー
ビス
株式会社

本社
樹脂管・

ガス関連

事務所、作
業場設備、
マグネット
ユンボ等

34 5

 

2 42 4(神奈川県
横浜市
鶴見区)

（  ―）

［   0］
 

　
(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、リース資産の合計であります。

４　提出会社においては、土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は74百万円であります。また、

土地及び建物の一部を賃貸しております。年間賃貸料は23百万円であります。なお、賃借している土地の面

積については、[　　] で外書きしております。

５　主要な設備のうち連結会社以外から賃借している主な設備内容は、下記のとおりであります。
 

事業所名

（所在地）

セグメント

の名称
設備の内容 台数

リース

期間

年間

リース料

（百万円）

リース契約

残高

（百万円）

日本鋳鉄管株式

会社本社・工場 ダクタイル
鋳鉄関連

ＧＸ型枠 １式 ４年 55 69

（埼玉県久喜市）
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

（1） 重要な設備の新設

重要な設備の新設等の計画はありません。

 

（2） 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（1） 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 128,000,000

計 128,000,000
 

 

②【発行済株式】

 

種類

事業年度末現在

発行数（株）
(平成28年３月31日)

提出日現在

発行数（株）
(平成28年６月24日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 32,930,749 32,930,749
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は1,000株で
あります。

計 32,930,749 32,930,749 ― ―
 

 

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額

 
（百万円）

資本金残高

 
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成８年４月１日～

平成９年３月31日
（注）

930 32,930 255 1,855 255 264

 

(注) 転換社債の株式転換による増加
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（6）【所有者別状況】

平成28年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満

株式の状況

（株）

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等
個人

その他
計

個人以外 個人

株主数(人) ― 22 31 44 30 ― 3,171 3,298 ―

所有株式数
（単元）

― 3,288 1,813 14,560 936 ― 12,291 32,888 42,749

所有株式数
の割合（％）

― 10.0 5.5 44.3 2.8 ― 37.4 100.0 ―
 

(注) １　自己株式27,142株は、「個人その他」に27単元、「単元未満株式の状況」に142株含まれております。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。

 

（7）【大株主の状況】

平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する所有
株式数の割合（％）

ＪＦＥスチール株式会社
東京都千代田区内幸町２丁目２―
３

9,600 29.2

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸１丁目５―20 3,333 10.1

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 845 2.6

渡邊倉庫株式会社 東京都港区浜松町２丁目４―１ 600 1.8

株式会社証券ジャパン 東京都日本橋茅場町１丁目２－18 540 1.6

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８―11 519 1.6

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 420 1.3

第一生命保険株式会社

（常任代理人　資産管理サービ
ス　　　　　　 信託銀行株式会

社）

東京都千代田区有楽町１丁目13番
１号

（東京都中央区晴海１丁目８ ―

12）

400 1.2

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭ
ＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯ
ＲＴＦＯＬＩＯ

（常任代理人　シティバンク銀行株
式会社）

３８８ 　ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ 　Ｓ
ＴＲＥＥＴ，　ＮＹ，　ＮＹ　１
００１３，　ＵＳＡ

（東京新宿区新宿６丁目27番30
号）

390 1.2

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービ
ス　　　　　　　　　　　　　　　

信託銀行株式会社）

東京都千代田区大手町１丁目５－
５

（東京都中央区晴海１丁目８ ―

12）

271 0.8

計 ― 16,919 51.4
 

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 519 千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 420 〃
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（8）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― 　　　　　　　―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― 　　　　　　　―

議決権制限株式（その他） ― ― 　　　　　　　―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 27,000
 

― 　　　　　　　―

完全議決権株式（その他）
普通株式

32,861,000
32,861

単元株式数は1,000株であ

ります。

単元未満株式
普通株式

42,749
― 　　　　　　　―

発行済株式総数 32,930,749 ― 　　　　　　　―

総株主の議決権 ― 32,861 　　　　　　―
 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含

まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式142株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数
（株）

他人名義

所有株式数
（株）

所有株式数

の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
日本鋳鉄管株式会社

東京都中央区築地二

丁目12番10号
27,000 ― 27,000 0.1

計 ― 27,000 ― 27,000 0.1
 

 

（9）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 
 

（1）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（2）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

　当事業年度における取得自己株式 1,409 279

　当期間における取得自己株式 ― ―
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式数は含めておりません。

 

（4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数
（株）

処分価額の総額
（千円）

株式数
（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を
― ― ― ―

行った取得自己株式

消却の処分を行った取
― ― ― ―

得自己株式

合併、株式交換、会社

― ― ― ―分割に係る移転を行っ

た取得自己株式

その他（ 　― 　 ） ― ― ― ―

保有自己株式数 27,142 ─ 27,142 ─
 

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成28年６月１日から有価証券報告書提出日まで単元未満株式の

買取りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、上下水道・ガス事業を中心とする公共性の高い業種であり、長期にわたり安定的な経営基盤の確立が重要

であると考えております。従って配当に関しては、将来の事業展開に備えた内部留保に配慮しつつ、株主各位への安

定的な配当を維持することを基本方針としております。期末配当の決定機関は株主総会であり、また、中間配当を行

うことができる旨を定款に定めており、中間の決定機関は、取締役会であります。

当事業年度の剰余金配当につきましては、平成28年３月期連結の業績及び財政状況（親会社株主に帰属する当期純

利益３億89百万円、自己資本比率58.7％）を鑑み、期末配当を１株当たり３円としております。

 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成28年６月22日
定時株主総会決議

98 3.00
 

 

４ 【株価の推移】

（1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高（円） 274 286 265 303 239

最低（円） 147 133 195 202 128
 

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

（2）【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高（円） 196 199 197 173 158 144

最低（円） 181 190 160 144 128 133
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性10名　女性―名　（役員のうち女性の比率―％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表取締役

社長
― 笹　田　幹　雄 昭和27年７月２日生

昭和50年４月 川崎製鉄株式会社入社（現：ＪＦＥス

チール株式会社）

(注)４ 10

平成11年４月 同社水島製鉄所条鋼圧延部長

平成17年４月 ＪＦＥスチール株式会社常務執行役員

平成20年４月 同社専務執行役員

平成21年６月 豊平製鋼株式会社代表取締役社長

平成24年４月 ＪＦＥ鋼材株式会社代表取締役社長

平成26年４月 当社常勤顧問

平成26年６月 当社代表取締役社長就任（現）

常務取締役 管理本部長 安　田　　　勉 昭和29年１月29日生

昭和52年４月 日本鋼管株式会社入社

(注)３ 11

平成12年４月 当社生産工程部長

平成13年７月 当社業務部長

平成17年３月 当社総務部長

平成21年４月 当社ダクタイル営業本部長

平成21年６月 当社取締役就任

平成25年６月 当社管理本部長就任（現）

平成27年４月 当社常務取締役就任（現）

取締役 製造本部長 清　野　邦　夫 昭和29年４月17日生

昭和48年７月 当社入社

(注)４ 22

平成15年４月 当社鋳鉄管製造部部長

平成20年４月 当社副工場長

平成21年10月 当社製造本部長（現）

平成22年６月 当社取締役就任（現）

取締役
商品技術

センター長
今　橋　和　彦 昭和33年４月15日生

昭和56年４月 当社入社

(注)４ 11

平成14年５月 当社鉄蓋製造部長

平成18年４月 当社商品開発部長

平成24年１月 当社品質保証部長

平成25年８月 当社商品技術センター長（現）

平成26年６月 当社取締役就任（現）

取締役

ガス営業

本部長

ダクタイル

営業本部

担当

中　根　宏　行 昭和33年12月17日生

昭和57年４月 東京ガス株式会社入社

(注)４ 3

平成12年７月 同社西部導管事業部多摩導管ネット

ワークセンター所長

平成19年４月 同社首都圏東導管部東部導管ネット

ワークセンター所長

平成22年４月 同社防災・供給部幹線グループマネー

ジャー

平成26年４月 当社ガス営業本部常勤顧問

平成26年６月 当社取締役ガス営業本部長就任（現）

平成26年６月 日鋳サービス株式会社代表取締役社長

（現）

平成26年６月 株式会社鶴見工材センター代表取締役

社長（現）

平成28年１月 当社ダクタイル営業本部担当（現）
 

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

23/78



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役 ─ 大　島　健　二 昭和39年10月14日生

平成元年４月 川崎製鉄株式会社入社（現：ＪＦＥス

チール株式会社）

(注)４ ─

平成15年４月 ＪＦＥスチール株式会社西日本製鉄所

倉敷地区製鋼部第２製鋼工場長兼第１

製鋼工場長

平成17年10月 同社西日本製鉄所企画部企画室主任部

員

平成23年４月 同社西日本製鉄所倉敷地区製鋼部長

平成23年６月 水島合金鉄株式会社取締役

平成26年４月 ＪＦＥスチール株式会社製鋼技術部長

（現）

平成26年６月 当社取締役就任（現）

取締役 ― 鳴　島　　　正 昭和30年１月30日生

昭和54年４月 東京ガス株式会社入社

(注)４ ―

平成19年４月 同社首都圏西導管事業部長

平成21年４月 同社幹線建設プロジェクト部長

平成24年４月 東京エルネヌジータンカー株式会社取

締役社長

平成28年４月 東京ガスエンジニアリングソリュー

ションズ株式会社監査役（現）

平成28年６月 当社取締役就任（現）

監査役

（常勤）
― 北　原　雄　二 昭和33年３月13日生

昭和51年4月 当社入社

(注)５ 2

平成16年５月 当社鋳鉄管製造部技術室長

平成19年７月 当社生産管理部長

平成22年４月 当社製造本部生産管理部長

平成25年11月 当社常勤監査役就任（現）

監査役 ― 江 口 忠 夫 昭和31年3月24日生

昭和54年４月 日本鋼管株式会社入社

(注)６ ─

平成15年４月 ＪＦＥエンジニアリング株式会社人事

部人事室長

平成21年４月 同社人事部長

平成22年４月 同社常務執行役員

平成24年４月 同社常勤監査役就任

平成24年６月

平成27年６月

当社監査役就任（現）

ジェコス株式会社常勤監査役就任

（現）

監査役 ― 今　井　祥　隆 昭和36年９月21日生

昭和59年４月 日本鋼管株式会社入社

(注)５ ─

平成20年４月 ＪＦＥスチール株式会社薄板営業部薄

板室長（部長）

平成21年６月 豊平製鋼株式会社監査役（非常勤）

平成23年４月 ＪＦＥスチール株式会社監査部長

平成23年６月 ＪＦＥシビル株式会社監査役（非常

勤）

平成25年10月 ジェイ エフ イーホールディングス株

式会社監査役事務局部長(現)

平成25年11月 当社監査役就任（現）

計 59
 

 

(注) １ 取締役 大島 健二、鳴島 正の両氏は、社外取締役であります。

 ２ 監査役 江口 忠夫及び今井 祥隆の両氏は、社外監査役であります。

 ３ 取締役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

 ４ 取締役の任期は、平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

 ５ 監査役の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

 ６ 監査役の任期は、平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成32年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　

(1) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方」として、法令の遵守に基づく公正な企業活動を

基本に据え、経営の健全性と透明性を高めることを企業統治の要とし、事業経営の有効性と効率性の向上に努める

とともに、コーポレート・ガバナンスのさらなる充実に向けて「ＣＳＲ会議」の設置その他の様々な取り組みを

行っております。

企業理念並びに定款、取締役会規則などをはじめとする、業務遂行にかかわるすべての規程・規則が遵守される

ようはかるとともに、企業活動にかかわる法令変更または社会環境の変化に従い諸規程・規則について適宜見直し

を行うことにしております。

業務執行は、各部門の業務規程等に則り行われており、業務執行の適正性と財務報告の正確性を確保しておりま

す。

子会社の業務の適正性については、「グループ会社管理規程」に基づき、子会社の管理担当部署を定めるととも

に、一定の重要事項について事前承認を行い、事業報告の定期的な報告や重要事項の発生または発生するおそれの

ある場合の報告を受けるなど、当社のリスク管理の一環として、一致協力して取り組んでおります。

　

(2) 企業統治の体制を採用する理由

業務の意思決定・執行及び監督について、リスク管理、コンプライアンスの徹底及び内部統制の向上をはかるた

め、以下の体制を採用しております。(平成28年６月24日現在）
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(3) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

当社の内部統制システムといたしましては、まず会社の諸機関が法定の権限と義務を忠実に遂行することを基本

としております。即ち取締役会は、業務の執行を決定し、取締役の職務の執行状況を監査するため、原則毎月１回

定例取締役会を、また必要に応じて臨時取締役会を開催しております。会社の業務執行は、社長（代表取締役）が

前述の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方」を社内徹底するとともに、権限と責任を明確にし、

円滑な情報の伝達を可能とする組織体制に基づき効率的に行っております。なお、経営会議を原則毎月１回開催

し、重要方針及び経営執行に関する基本方針等を審議しております。

リスク管理体制は、基本的には内部統制システムと表裏一体なものとなっております。なお、コンプライアンス

に関するリスクにつきましては、グループ企業倫理規程を設け、企業の行動目標と行動規準を明らかにするととも

に、法令遵守のための各種研修会を実施することにより、経営層はもとより一般社員に至るまでコンプライアンス

に対する意識の浸透、具体的な行動規範の徹底をはかっており、あわせて内部監査及び法務業務の充実に努め、絶

えず業務執行の妥当性と適法性のチェックを行っております。リスクの管理はグループ会社管理規程及び各部門が

該当する業務管理規程等に基づき、当該部門担当取締役の指導の下に行い、当該部門担当取締役は、発生の予見さ

れるリスク及び発生したリスクの対応について取締役会に報告し、リスク管理上の問題点について速やかに必要な

措置を講じるものとしております。

なお、リスク管理に係る体制整備については、当社及びグループ各社において行うものとしております。

　

［取締役会］

取締役の定数につきましては、13名以内とする旨を定款に定めております。

また、当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行うこと及び累積投票によらない旨、定款に定めております。

当社の取締役会は、２名の社外取締役を含む７名（平成28年６月24日現在）で構成され、原則毎月１回定例取締

役会が開催され、監査役も出席して取締役会の意思決定及び取締役の業務執行状況、リスク認識を監視しておりま

す。

さらに重要案件が生じた場合には、随時臨時取締役会を開催して意思決定をしております。

なお、当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的として、会社法第309条第２項の規定によるものとされる決議は、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う旨、定款に定めておりま

す。

また、当社は、以下の株主総会決議事項につき取締役会で決議できる旨、定款に定めております。

　

１　機動的な資本政策が遂行できることを目的として、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によっ

て、自己の株式を取得することができる旨、定款に定めております。

２　株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載また

は記録された株主または登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項の規定による剰余金の配当(中間配当)をす

ることができる旨、定款に定めております。

３　取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できることを目的として、会社法第426条第１項の規定によ

り、取締役会の決議によって、同法第423条第１項の取締役及び監査役(取締役及び監査役であった者を含む)の責

任を法令の限度において免除することができる旨、定款に定めております。
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［監査役・監査役会］

当社は、監査役制度を採用し監査役会を設置しております。

監査役会は、社外監査役２名を含んだ３名（平成28年６月24日現在）で構成しており、定期的に開催しておりま

す。

常勤監査役の監査活動は、監査役会が定めた監査の方針・計画等に従い行われており、監査役会は、原則として

毎月１回開催しております。監査役は、取締役会等の重要な会議への出席のほか、取締役等からその職務の執行状

況等の聴取、重要な決裁書類等の閲覧、業務及び財産の状況の調査、会計監査人からの監査報告の聴取、子会社か

らの営業報告の聴取や子会社の業務及び財産状況の調査等により、取締役の職務の執行を監査しております。

　

［内部監査］

内部監査部署として社長（代表取締役）直属の監査室が設けられており、要員は２名であります。

監査室は、社長（代表取締役）から指示された監査テーマにつき、社長（代表取締役）の承認を得た監査実施計画

に基づき、業務監査を実行するとともに、取締役及び使用人の職務の執行を監査し、その結果を社長及び監査役等

に報告しております。

また、監査室は、内部統制監査の結果について会計監査人及び監査役に報告する等、相互に連携することによ

り、会計監査人及び監査役が当社の内部統制に関する理解を深め、より効率的、効果的な監査が行われるよう努め

ております。

　

［会計監査人］

会計監査人につきましては、新日本有限責任監査法人を選任しており、同監査法人による監査が四半期、期末の

みならず期中においても適宜実施されております。

当社と同監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありませ

ん。

 

［ＣＳＲ会議］

コーポレート・ガバナンスをより充実し全社横断的なリスク管理を行うため、ＣＳＲ会議規程に基づき、社長を

議長としたＣＳＲ会議を設置しており、問題点の把握・共有化とリスクの重要性、緊急性に応じた管理・対応を

行っております。
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(4)　会社と社外取締役及び社外監査役の人的・資本的・取引その他の関係

　

・　提出会社の社外取締役及び社外監査役の員数

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

平成28年６月24日現在

役名 氏名 略歴

取締役 大 島 健 二 ＪＦＥスチール株式会社　製鋼技術部長

取締役 鳴　島　 正 東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式会社監査役

監査役 江 口 忠 夫 ジェコス株式会社　監査役

監査役 今 井 祥 隆
ジェイ エフ イーホールディングス株式会社　監査役事務局部

長
 

　

・　社外取締役及び社外監査役の人的・資本的・取引関係その他の利害関係

　ＪＦＥスチール株式会社は平成28年３月末において当社の議決権を29.2％所有しており、当社と同社の間に

は、第１[企業の概況]３[事業の内容]に記載のとおり営業取引がございますが、これは通常の取引であり、社外

取締役個人が直接利害関係を有するものではありません。

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社はＪＦＥスチール株式会社の完全親会社（純粋持株会社）になり

ますが、社外監査役と当社との取引関係等の利害関係はありません。

　

・　社外取締役又は社外監査役が提出会社の企業統治において果たす機能及び役割

大島 健二、鳴島 正の両氏には、これまで培ってきた豊富な業務経験と知識を活かして、客観的な観点から当

社の経営全般に亘り必要な助言をいただくことを期待して社外取締役として招聘いたしました。また、江口 忠

夫、今井 祥隆の両氏は経営の客観性や中立性の重視の観点から社外監査役に選任いたしました。

社外取締役及び社外監査役と当社の間に特別な利害関係はありません。

　

・　社外取締役又は社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

社外取締役及び社外監査役は、出席した取締役会において独立した立場で適宜発言を行うことで企業統治にお

いて重要な役割を果たしており、選任状況は適切であります。

なお、社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準及び方針は定めておりませ

んが、選任にあたっては証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。

　

・　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との連携並び

に内部統制部門との関係

社外取締役は、取締役会において必要な情報収集を行い、経営者としての経験から適宜質問を行い、意見交換

を行う等連携をはかっております。

社外監査役は、取締役会や監査役会においてその専門的見地からの報告や発言を適宜行っており、監査役監査

においてはその独立性、中立性、専門性を十分に発揮し、監査を実施するとともに、内部監査室、他の監査役及

び会計監査人と連携をはかり情報収集や意見交換を行っております。

　

・　責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役と会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限

定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく賠償の限度額は100万円または法令が規定する最低限度

額のいずれか高い額であります。

以上は積極的な経営による企業価値の向上と、社外の有能な人材の確保を目的としたものであります。
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(5)　役員の報酬等

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の金額（百万円） 対象となる

役員の員数
（人）基本報酬

ストック

オプション
賞与 退職慰労金

取締役
70 60 ― ― 9 5

（社外取締役を除く。）

監査役
16 14 ― ― 1 1

（社外監査役を除く。）

社外役員 3 3 ― ― ― 2
 

　

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ 役員及び監査の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

取締役の報酬限度額は、平成４年６月26日開催の第88期定時株主総会決議において年額１億50百万円以内と決

議いただいております。また、監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第90期定時株主総会決議におい

て年額42百万円以内と決議いただいております。

　

(6)　会計監査の状況

　業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

業務執行社員

中 島 康 晴

新日本有限責任監査法人市之瀬  申

中 村 裕 輔
 

　

　監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 9名  

その他 14名  
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(7)　株式の保有状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

 

　銘柄数 ７ 銘柄

　貸借対照表計上額の合計額 99 百万円
 

　

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

　

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 206,000 43 取引関係等の円滑化のため

ジェイ エフ イー ホールディングス㈱ 9,969 26 取引関係等の円滑化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,560 1 取引関係等の円滑化のため
 

　

みなし保有株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

東京瓦斯㈱ 1,275,000 964

従業員の退職一時金の原資

として信託拠出しており、

当社が議決権行使の指図権

限を有している。

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 183,000 136

従業員の退職一時金の原資

として信託拠出しており、

当社が議決権行使の指図権

限を有している。
 　
　

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 206,000 34 取引関係等の円滑化のため

ジェイ エフ イー ホールディングス㈱ 9,969 15 取引関係等の円滑化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,560 0 取引関係等の円滑化のため
 

　

みなし保有株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

東京瓦斯㈱ 1,275,000 668

従業員の退職一時金の原資

として信託拠出しており、

当社が議決権行使の指図権

限を有している。

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 183,000 95

従業員の退職一時金の原資

として信託拠出しており、

当社が議決権行使の指図権

限を有している。
 　
(注)１ 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。

２ みなし保有株式は、退職給付信託として信託設定したものであり、当社の貸借対照表には計上されておりませ

ん。なお、みなし保有株式の「貸借対照表計上額（百万円）」欄には、事業年度末日におけるみなし保有株式

の時価に議決権行使権限の対象となる株式数を乗じて得た額を記載しております。

　

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務
に基づく報酬
(百万円)

非監査証明業務
に基づく報酬
(百万円)

監査証明業務
に基づく報酬
(百万円)

非監査証明業務
に基づく報酬
(百万円)

提出会社 21 ― 22 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 21 ― 22 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

 

当連結会計年度

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

 

当連結会計年度

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、規模・特性・監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成27年４月１日から平成28年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)の財務諸表について、新日本有限

責任監査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、連結財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、監査法人等が主催する研修会への参加並びに会計専門書の定期購読を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

（1）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,250 2,393

  受取手形及び売掛金 4,677 5,076

  商品及び製品 3,314 3,230

  仕掛品 447 370

  原材料及び貯蔵品 540 482

  繰延税金資産 91 100

  その他 141 105

  貸倒引当金 △64 △68

  流動資産合計 11,399 11,691

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 5,365 5,491

    減価償却累計額 △4,072 △4,168

    建物及び構築物（純額） 1,293 1,323

   機械装置及び運搬具 16,871 16,989

    減価償却累計額 △14,424 △14,706

    機械装置及び運搬具（純額） 2,446 2,283

   工具、器具及び備品 2,854 2,887

    減価償却累計額 △2,731 △2,737

    工具、器具及び備品（純額） 123 149

   土地 3,293 3,293

   リース資産 479 362

    減価償却累計額 △247 △192

    リース資産（純額） 232 170

   建設仮勘定 17 0

   有形固定資産合計 *1  7,406 *1  7,220

  無形固定資産 204 174

  投資その他の資産   

   投資有価証券 120 99

   破産更生債権等 10 10

   退職給付に係る資産 219 87

   繰延税金資産 22 26

   その他 31 30

   貸倒引当金 △11 △10

   投資その他の資産合計 392 243

  固定資産合計 8,003 7,638

 資産合計 19,402 19,329
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,644 2,779

  短期借入金 *1  2,645 *1  2,595

  未払法人税等 191 85

  賞与引当金 133 130

  その他 934 791

  流動負債合計 6,549 6,381

 固定負債   

  長期借入金 45 -

  繰延税金負債 251 6

  役員退職慰労引当金 21 32

  退職給付に係る負債 177 767

  負ののれん 65 60

  その他 567 520

  固定負債合計 1,128 1,387

 負債合計 7,677 7,769

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,855 1,855

  資本剰余金 264 264

  利益剰余金 9,242 9,567

  自己株式 △4 △5

  株主資本合計 11,358 11,682

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 17 3

  退職給付に係る調整累計額 158 △333

  その他の包括利益累計額合計 176 △329

 非支配株主持分 189 207

 純資産合計 11,724 11,560

負債純資産合計 19,402 19,329
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② 【連結損益及び包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 13,604 14,047

売上原価 *1,*3  10,821 *1,*3  11,470

売上総利益 2,782 2,576

販売費及び一般管理費 *2,*3  1,934 *2,*3  1,951

営業利益 848 624

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 1 2

 負ののれん償却額 9 5

 仕入割引 3 8

 設備賃貸料 5 5

 受取賃貸料 4 4

 受取保険金 9 -

 その他 47 13

 営業外収益合計 82 40

営業外費用   

 支払利息 24 21

 設備賃貸費用 4 6

 災害による損失 15 -

 その他 4 1

 営業外費用合計 48 29

経常利益 882 636

特別利益   

 固定資産売却益 - *4  0

 特別利益合計 - 0

特別損失   

 固定資産売却損 *5  0 *5  0

 固定資産除却損 *6  8 *6  17

 特別損失合計 9 17

税金等調整前当期純利益 873 619

法人税、住民税及び事業税 335 239

法人税等還付税額 △16 △2

法人税等調整額 △32 △30

法人税等合計 286 207

当期純利益 586 412

（内訳）   

親会社株主に帰属する当期純利益 566 389

非支配株主に帰属する当期純利益 19 22

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 6 △13

 退職給付に係る調整額 270 △492

 その他の包括利益合計 *7  277 *7  △506

包括利益 863 △93

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 843 △116

 非支配株主に係る包括利益 19 22
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,855 264 8,873 △4 10,989

当期変動額      

剰余金の配当   △197  △197

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  566  566

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 - - 369 △0 368

当期末残高 1,855 264 9,242 △4 11,358
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 11 △111 △100 173 11,062

当期変動額      

剰余金の配当     △197

親会社株主に帰属す

る当期純利益
    566

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

6 270 277 15 292

当期変動額合計 6 270 277 15 661

当期末残高 17 158 176 189 11,724
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 当連結会計年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

 

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,855 264 9,242 △4 11,358

当期変動額      

剰余金の配当   △65  △65

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  389  389

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 - - 324 △0 323

当期末残高 1,855 264 9,567 △5 11,682
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 17 158 176 189 11,724

当期変動額      

剰余金の配当     △65

親会社株主に帰属す

る当期純利益
    389

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

△13 △492 △506 18 △487

当期変動額合計 △13 △492 △506 18 △163

当期末残高 3 △333 △329 207 11,560
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 873 619

 減価償却費 876 867

 負ののれん償却額 △9 △5

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △25 3

 賞与引当金の増減額（△は減少） 0 △2

 退職給付費用 29 △6

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19 11

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △20 △11

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 64 26

 受取利息及び受取配当金 △2 △2

 支払利息 24 21

 固定資産除売却損益（△は益） 9 16

 売上債権の増減額（△は増加） 629 △378

 たな卸資産の増減額（△は増加） △635 219

 仕入債務の増減額（△は減少） 507 151

 その他 131 44

 小計 2,433 1,574

 利息及び配当金の受取額 2 2

 利息の支払額 △24 △21

 法人税等の支払額 △429 △350

 法人税等の還付額 16 2

 保険金の受取額 9 -

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,006 1,205

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,173 △802

 有形固定資産の売却による収入 1 1

 無形固定資産の取得による支出 △30 △10

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,202 △811

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 500 -

 長期借入金の返済による支出 △365 △95

 リース債務の返済による支出 △95 △97

 セール・アンド・リースバックによる収入 36 11

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △196 △66

 非支配株主への配当金の支払額 △4 △4

 財務活動によるキャッシュ・フロー △125 △251

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 677 142

現金及び現金同等物の期首残高 1,572 2,250

現金及び現金同等物の期末残高 *  2,250 *  2,393
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【注記事項】

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

 

１ 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数

 3社
 

連結子会社の名称

日鋳商事株式会社

株式会社鶴見工材センター

日鋳サービス株式会社
 

 

２ 持分法の適用に関する事項

(1)　持分法を適用した非連結子会社数

なし
 

(2)　持分法を適用した関連会社数

なし
 

 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４　会計方針に関する事項

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ａ　その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

② たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

ａ　商品及び製品

移動平均法を採用しております。

ｂ　仕掛品

移動平均法を採用しております。

ｃ　原材料及び貯蔵品

主に移動平均法を採用しております。
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(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

主に定額法を採用しております。ただし、連結子会社については一部を除いて定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物 ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年
 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用分） ５年 （社内における利用可能期間）
 

 

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証のある場合は残価保証額）とする定額法を採用してお

ります。

 

(3)　重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額のうち当連結会計年度に帰属する額を計上しておりま

す。

 

③　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

 

(4)　退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については

期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の10年による定額法により費用処理しており

ます。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の10年による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。未認識数理計算上

の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額

の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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(5)　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用してお

ります。

 

(6)　負ののれんの償却に関する事項

平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、20年間で均等償却しております。

 

(7)　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(8)　その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

 
（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第

７号　平成25年９月13日。）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から

非支配株主持分への表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については連結財務諸表の組み替えを行っております。

 

（表示方法の変更）

 

（連結損益及び包括利益計算書関係）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「貸倒引当金戻入額」は、金額的重要性が乏しくなった

ため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。また、前連結会計年度において、「営業外

収益」の「その他」に含めていた「仕入割引」及び「設備賃貸料」、「受取賃貸料」は、金額的重要性が増し

たため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益及び包括利益計算書において、「営業外収益」に表示していた「貸倒

引当金戻入額」26百万円、「その他」35百万円は、「仕入割引」３百万円、「設備賃貸料」５百万円、「受取

賃貸料」４百万円、「その他」47百万円として組み替えております。

 
前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「設備賃貸費用」は、金額的重要性が

増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益及び包括利益計算書において、「営業外費用」に表示していた「その

他」８百万円は、「設備賃貸費用」４百万円、「その他」４百万円として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

 

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

土地 935 百万円 935 百万円

建物及び構築物 737 〃 710 〃

機械装置及び運搬具 2,209 〃 2,041 〃

計 3,882 百万円 3,686 百万円
 

 

　担保付債務は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

短期借入金 750 百万円 750 百万円

上記の資産に対する根抵当権限度額 10 百万円 10 百万円
 

 

 

２　保証債務

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

住宅財形融資制度に基づく従業員の銀行か
らの借入保証額

15 百万円 11 百万円
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（連結損益及び包括利益計算書関係)

 

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

売上原価 16 百万円 19 百万円
 

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

運送費 445 百万円 412 百万円

給料手当 580 〃 619 〃

退職給付費用 38 〃 28 〃

賞与引当金繰入額 48 〃 46 〃

役員退職慰労引当金繰入額 9 〃 11 〃

減価償却費 67 〃 73 〃
 

 

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

一般管理費 7 百万円 17 百万円

当期製造費用 1 〃 0 〃

計 9 百万円 18 百万円
 

 

※４　固定資産売却益の主な内容は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

機械装置及び運搬具 ― 百万円 0 百万円
 

 

※５　固定資産売却損の主な内容は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

機械装置及び運搬具 0 百万円 ― 百万円

工具、器具及び備品 ― 〃 0 〃
 

 
※６　固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

建物及び構築物 5 百万円 2 百万円

機械装置及び運搬具 3 〃 14 〃

工具、器具及び備品 0 〃 0 〃
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※７　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 

 

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

その他有価証券評価差額金   
当期発生額 8 百万円 △20 百万円

組替調整額 ―  〃 ―   〃

 税効果調整前 8 百万円 △20 百万円

 税効果額 △2　 〃 6 　 〃

 その他有価証券評価差額金 6 百万円 △13 百万円

退職給付に係る調整額   
当期発生額 378 百万円 △707 百万円

組替調整額 29　 〃 △6 　 〃

 税効果調整前 408 百万円 △713 百万円

 税効果額 △137　 〃 221 　 〃

 退職給付に係る調整額 270 百万円 △492 百万円

その他の包括利益合計 277 百万円 △506 百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

　

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 32,930,749 ― ― 32,930,749
 

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 24,661 1,072 ― 25,733
 

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 1,072 株
 

　
３　配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年6月25日
定時株主総会

普通株式 98 3.00 平成26年3月31日 平成26年6月26日

平成26年10月28日
取締役会

普通株式 98 3.00 平成26年9月30日 平成26年12月８日
 

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年6月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 65 2.00 平成27年3月31日 平成27年6月24日
 

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 32,930,749 ― ― 32,930,749
 

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 25,733 1,409 ― 27,142
 

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 1,409 株
 

　
３　配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年6月23日
定時株主総会

普通株式 65 2.00 平成27年3月31日 平成27年6月24日
 

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年6月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 98 3.00 平成28年3月31日 平成28年6月23日
 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
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※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

　

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

現金及び預金 2,250 百万円 2,393 百万円

現金及び現金同等物 2,250 百万円 2,393 百万円
 

 

 
（リース取引関係）

　

所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、ＧＸの型枠及び管理業務におけるコンピュータ設備（工具、器具及び備品）であります。

　

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計方針に関する事項　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法」に記載のとおりであります。

 

 
（金融商品関係）

 

１　金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金融機関から

の借入れによっております。

　

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に取引先企

業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に設備投資に必要な資金

調達を目的としたものであり、このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。

　

（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとに期日及び残高を管理するととも

に、与信管理規定等に沿って財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減をはかっております。

　

② 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等の把握を行っております。

　

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

適時に資金繰計画を作成し、流動性リスクを管理しております。

　

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

 

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 連結貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

（1）現金及び預金 2,250 2,250 ―

（2）受取手形及び売掛金 4,677 4,677 ―

（3）投資有価証券 71 71 ―

（4）支払手形及び買掛金 (2,644) (2,644) ―

（5）短期借入金 (2,550) (2,550) ―

（6）長期借入金 (　140) (　142) 1
 

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 連結貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

（1）現金及び預金 2,393 2,393 ―

（2）受取手形及び売掛金 5,076 5,076 ―

（3）投資有価証券 50 50 ―

（4）支払手形及び買掛金 (2,779) (2,779) ―

（5）短期借入金 (2,550) (2,550) ―

（6）長期借入金 (　 45) (　 45) 0
 

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

（3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。

 

（4）支払手形及び買掛金、並びに（5）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

（6）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。なお、短期借入金に含まれる１年以内返済予定の長期借入金を含めておりま

す。
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

 

（単位：百万円）

区分 平成27年３月31日 平成28年３月31日

非上場株式 48 48
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(3)投資有価証券」には含めておりません。

 

(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 １年以内

 （百万円）

現金及び預金 2,196

受取手形及び売掛金 4,677
 

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 １年以内

 （百万円）

現金及び預金 2,373

受取手形及び売掛金 5,076
 

 

(注４) 長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

（リース債務の返還予定額には残価保証額は含めておりません。）

 
前連結会計年度（平成27年３月31日）

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

短期借入金 2,550 ― ― ― ― ―

長期借入金 95 45 ― ― ― ―

リース債務 94 59 43 25 7 0

合計 2,739 104 43 25 7 0
 

 
当連結会計年度（平成28年３月31日）

 １年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

短期借入金 2,550 ― ― ― ― ―

長期借入金 45 ― ― ― ― ―

リース債務 70 48 33 15 4 1

合計 2,665 48 33 15 4 1
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（有価証券関係）
　

１ その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
   

株式 71 45 26

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 71 45 26

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
   

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 71 45 26
 

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
   

株式 15 6 9

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 15 6 9

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
   

株式 34 38 △4

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 34 38 △4

合計 50 45 5
 

 

２ 連結会計年度中に売却したその他有価証券

 

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）
 

該当事項はありません。

 
 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）
 

該当事項はありません。

 
　

（デリバティブ取引関係）
　

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。なお、当社にお

いては、退職給付信託を設定しております。

連結子会社の１社は退職一時金制度を設けており、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算して

おり、また、一部の連結子会社は中小企業退職金共済制度（中退共）に加入しております。

　

２　確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

退職給付債務の期首残高 2,031 2,169

勤務費用 107 106

利息費用 29 32

数理計算上の差異の発生額 22 345

退職給付の支払額 △49 △60

過去勤務費用の発生額 11 ―

その他 14 △0

退職給付債務の期末残高 2,169 2,592
 

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

年金資産の期首残高 1,738 2,211

期待運用収益 13 17

数理計算上の差異の発生額 411 △361

事業主からの拠出額 63 52

退職給付の支払額 △16 △7

年金資産の期末残高 2,211 1,912
 

　

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当連結会計年度

(平成28年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 2,169 2,592

年金資産 △2,211 △1,912

 △41 679

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △41 679

   
退職給付に係る負債 177 767

退職給付に係る資産 △219 △87

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △41 679
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(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

勤務費用 107 106

利息費用 29 32

期待運用収益 △13 △17

数理計算上の差異の費用処理額 11 △24

過去勤務費用の費用処理額 19 17

その他 15 ―

確定給付制度に係る退職給付費用 170 115
 

　
(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当連結会計年度

(平成28年３月31日)

過去勤務費用 7 17

数理計算上の差異 400 △731

合計 408 △713
 

　
(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当連結会計年度

(平成28年３月31日)

未認識過去勤務費用 △93 △75

未認識数理計算上の差異 328 △402

合計 234 △478
 

　
(7) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当連結会計年度

(平成28年３月31日)

債券 8％ 11 ％

株式 74％ 66 ％

生命保険一般勘定 18％ 22 ％

その他 0％ 1 ％

合計 100％ 100％
 

(注) 年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が前連結会計年度43％、当連結会計年度

51％含まれております。
　

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。
　

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当連結会計年度

(平成28年３月31日)

割引率 1.5 ％ 0.4 ％

長期期待運用収益率 0.8 ％ 0.8 ％

予想昇給率 3.0％～4.8 ％ 3.2％～4.1 ％
 

　

３　確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は前連結会計年度 0百万円、当連結会計年度 0百万円であります。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  
前連結会計年度

（平成27年３月31日）  
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

繰延税金資産       
　賞与引当金  44 百万円  42 百万円

　貸倒引当金  15  〃  25  〃

　未払事業税  13  〃  9  〃

　たな卸資産評価損  13  〃  19  〃

　役員退職慰労引当金  6  〃  9  〃

　固定資産減損損失  129  〃  121  〃

　資産除去債務  52  〃  46  〃

　退職給付に係る負債  134  〃  310  〃

　その他  34  〃  34  〃

繰延税金資産小計  446 百万円  618 百万円

評価性引当額  △135  〃  △123  〃

繰延税金資産合計  311 百万円  494 百万円
       

繰延税金負債       
　買換資産圧縮積立金  △278 百万円  △260 百万円

　その他有価証券評価差額金  △8  〃  △1  〃

　退職給付に係る資産  △70  〃  △26  〃

　土地評価益  △91  〃  △85  〃

繰延税金負債合計  △449 百万円  △374 百万円

繰延税金資産(負債)純額  △137 百万円  120 百万円
 

　
(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産(負債)の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。
　

  
前連結会計年度

（平成27年３月31日）  
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

流動資産―繰延税金資産  91 百万円  100 百万円

固定資産―繰延税金資産  22  〃  26  〃

固定負債―繰延税金負債  △251  〃  △6  〃
 

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

  
前連結会計年度

（平成27年３月31日）  
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

法定実効税率  35.6％  ― 
（調整）       
交際費等永久に損金に算入されない項目  0.6％  ― 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △1.4％  ― 
住民税均等割  1.3％  ― 
負ののれん償却額  △0.4％  ― 
連結消去受取配当金  1.1％  ― 
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  △1.3％  ― 
法人税等還付税額  △1.9％  ― 
その他  △0.7％  ― 
税効果会計適用後の法人税等の負担率  32.9％  ― 
 

　
(注) 当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略しております。
　

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で

成立したことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消

されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の31.9％から、回収又は支払が見込まれる期間が平

成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.5％、平成30年４月１日以降のものについては30.3％にそれぞ

れ変更されております。

なお、当該変更の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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（資産除去債務関係）

 

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

 

(1) 当該資産除去債務の概要

当社保有の建物の一部についてはアスベストを含有した建材が使用されており、当該建物の使用期限を迎えた時

点で除去する義務を有しているため、法令上の義務により資産除去債務を計上しております。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、使用見込期間を７年～９年と見積り、割引率は

0.583％～0.935％を使用しております。

 

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

期首残高 162 百万円 162 百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― 〃 ― 〃

時の経過による調整額 ― 〃 ― 〃

資産除去債務の履行による減少額 ― 〃 △10 〃

期末残高 162 百万円 152 百万円
 

 

 
（賃貸等不動産関係）

 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

 

【セグメント情報】

 

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、販売市場・顧客の種類・業界に特有の規制環境等の類似性を考慮し、事業活動を展開しております。

従って、当社は販売市場の類似性を基礎とした事業別セグメントから構成されており、「ダクタイル鋳鉄関連」及

び「樹脂管・ガス関連」の２つを報告セグメントとしております。

「ダクタイル鋳鉄関連」は、水道用ダクタイル鋳鉄管、水道用異形管、上下水道用FEM鉄蓋、水道用付属部品の製造

販売及び水道施設工事業、エンジニアリング事業を行っております。「樹脂管・ガス関連」は、ガス用ダクタイル鋳

鉄管、ガス用異形管、ガス用FEM鉄蓋、ガス用付属部品、ポリエチレン管、レジンコンクリート製品の製造販売、ガス

用配管材等の保管及び輸送、産業廃棄物の収集、運搬及び積み替え保管、古鉄類（金属、樹脂等）の販売を行ってお

ります。

 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。セグメント間の取引は、会社間の取引であり、市場価

格等に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)

連結財務諸表
計上額 

ダクタイル

鋳鉄関連

樹脂管・

ガス関連
計

売上高       

外部顧客への売上高 11,720 1,883 13,604 13,604 ― 13,604

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― 40 40 40 △40 ―

計 11,720 1,924 13,645 13,645 △40 13,604

セグメント利益 604 246 851 851 △2 848

セグメント資産 15,434 1,764 17,198 17,198 2,203 19,402

その他の項目       

減価償却費 829 46 876 876 ― 876

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
696 73 769 769 ― 769

 

(注) 調整額は、以下のとおりです。

(1) セグメント利益の調整額 △2百万円は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額 2,203百万円の主なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資

金（投資有価証券）に係る資産等であります。

 

当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)

連結財務諸表
計上額 

ダクタイル

鋳鉄関連

樹脂管・

ガス関連
計

売上高       

外部顧客への売上高 12,192 1,854 14,047 14,047 ― 14,047

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― 24 24 24 △24 ―

計 12,192 1,879 14,071 14,071 △24 14,047

セグメント利益 410 223 633 633 △8 624

セグメント資産 15,434 1,711 17,145 17,145 2,184 19,329

その他の項目       

減価償却費 818 49 867 867 ― 867

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
631 44 676 676 ― 676

 

(注) 調整額は、以下のとおりです。

(1) セグメント利益の調整額 △8百万円は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額 2,184百万円の主なものは、当社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資

金（投資有価証券）に係る資産等であります。

 

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

55/78



 

【関連情報】

 

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連する主な報告セグメントの名称

太三機工㈱ 2,465 ダクタイル鋳鉄関連

東京瓦斯㈱ 1,428 樹脂管・ガス関連
 

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

 

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連する主な報告セグメントの名称

太三機工㈱ 2,459 ダクタイル鋳鉄関連

東京瓦斯㈱ 1,401 樹脂管・ガス関連
 

 

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

有価証券報告書

56/78



 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

 

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

 

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

平成22年４月１日前に行われた企業結合等により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のとおりで

あります。

　（単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 ダクタイル鋳鉄関連 樹脂管・ガス関連 計

当期償却額 9 ― 9 9

当期末残高 65 ― 65 65
 

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

 

平成22年４月１日前に行われた企業結合等により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のとおりで

あります。

　（単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 ダクタイル鋳鉄関連 樹脂管・ガス関連 計

当期償却額 5 ― 5 5

当期末残高 60 ― 60 60
 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

 

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

種類
会社等の名

称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主
会社等

東京瓦斯㈱
東京都
港区

141,844

ガスの製

造・供給及

び販売等

(被所有)

直接 10.1

製品の売上、ガ

ス用配管材等保

管の受注先

製品の売

上、ガス用

配管材等保

管の受注先

1,428 売掛金 132

 

(注) １　記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

 

種類
会社等の名

称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主
会社等

東京瓦斯㈱
東京都
港区

141,844

ガスの製

造・供給及

び販売等

(被所有)

直接 10.1

製品の売上、ガ

ス用配管材等保

管の受注先

製品の売

上、ガス用

配管材等保

管の受注先

1,401 売掛金 131

 

(注) １　記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

 
 
（イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

 

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

重要な影響を及ぼす取引がないため、記載を省略しております。

 

 
当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

 
重要な影響を及ぼす取引がないため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

 

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （自 平成26年４月１日 （自 平成27年４月１日

 至 平成27年３月31日） 至 平成28年３月31日）

１株当たり純資産額 350.56 円 345.04 円

１株当たり当期純利益金額 17.22 円 11.85 円
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 前連結会計年度 当連結会計年度

 （自 平成26年４月１日 （自 平成27年４月１日

 至 平成27年３月31日） 至 平成28年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 566 389

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益(百万円)
566 389

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,905 32,904
 

 

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度 当連結会計年度

（平成27年３月31日） （平成28年３月31日）

純資産の部の合計額(百万円) 11,724 11,560

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

189 207

(うち非支配株主持分（百万円）） (　189) (　207)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 11,535 11,353

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数(千株)
32,905 32,903

 

 

 

（重要な後発事象）

　

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,550 2,550 0.6 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 95 45 2.1 ―

１年以内に返済予定のリース債務 94 70 ─ ─

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
45 ― ― ─

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
151 111 ─

平成29年４月28日～
平成35年３月31日

合計 2,936 2,776 ─ ―
 

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対

照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

３ リース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以

下のとおりであります。なお、リース債務の返還予定額には残価保証額は含まれておりません。
　

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 48 33 15 4
 

 

【資産除去債務明細表】

 

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会計年

度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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（2）【その他】

 

１　連結会計年度終了後の状況

 

特記事項はありません。

 

２　当連結会計年度における四半期情報等

 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 2,676 6,305 10,748 14,047

税金等調整前
四半期(当期)純利益金額

(百万円) 92 240 479 619

親会社株主に帰属する

四半期(当期)純利益金額
(百万円) 54 148 300 389

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 1.66 4.52 9.12 11.85
 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 1.66 2.86 4.60 2.73
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２ 【財務諸表等】

（1）【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,257 1,256

  受取手形 2,413 2,079

  売掛金 *1  1,968 *1  2,393

  製品 3,255 3,147

  仕掛品 447 370

  原材料及び貯蔵品 547 488

  繰延税金資産 74 73

  関係会社短期貸付金 200 200

  その他 *1  138 *1  98

  貸倒引当金 △47 △42

  流動資産合計 10,254 10,066

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 891 869

   構築物 173 227

   機械及び装置 2,423 2,264

   車両運搬具 10 6

   工具、器具及び備品 116 143

   土地 3,293 3,293

   リース資産 161 102

   建設仮勘定 17 -

   有形固定資産合計 *2  7,088 *2  6,907

  無形固定資産   

   ソフトウエア 159 130

   その他 39 39

   無形固定資産合計 199 170

  投資その他の資産   

   投資有価証券 120 99

   関係会社株式 76 76

   その他 24 32

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 220 207

  固定資産合計 7,507 7,285

 資産合計 17,762 17,351
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 1,551 1,480

  買掛金 *1  560 *1  412

  短期借入金 *2  2,550 *2  2,550

  1年内返済予定の長期借入金 95 45

  未払法人税等 145 23

  関係会社預り金 160 160

  賞与引当金 124 120

  その他 *1  826 *1  695

  流動負債合計 6,013 5,487

 固定負債   

  長期借入金 45 -

  繰延税金負債 176 151

  退職給付引当金 186 203

  役員退職慰労引当金 21 31

  負ののれん 65 60

  その他 514 470

  固定負債合計 1,008 917

 負債合計 7,022 6,405

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,855 1,855

  資本剰余金   

   資本準備金 264 264

   資本剰余金合計 264 264

  利益剰余金   

   利益準備金 463 463

   その他利益剰余金   

    買換資産圧縮積立金 584 600

    別途積立金 5,362 5,362

    繰越利益剰余金 2,196 2,400

   利益剰余金合計 8,606 8,827

  自己株式 △4 △5

  株主資本合計 10,722 10,942

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 17 3

  評価・換算差額等合計 17 3

 純資産合計 10,739 10,946

負債純資産合計 17,762 17,351
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 *1  11,303 *1  10,711

売上原価 *1  9,073 *1  8,815

売上総利益 2,230 1,896

販売費及び一般管理費 *1,*2  1,574 *1,*2  1,524

営業利益 655 371

営業外収益   

 受取利息 *1  1 *1  1

 受取配当金 *1  27 *1  40

 負ののれん償却額 9 5

 受取保険金 9 -

 その他 *1  89 *1  28

 営業外収益合計 137 76

営業外費用   

 支払利息 *1  24 *1  22

 災害による損失 15 -

 その他 3 1

 営業外費用合計 43 23

経常利益 749 424

特別利益   

 固定資産売却益 - 0

 抱合せ株式消滅差益 *3  264 -

 特別利益合計 264 0

特別損失   

 固定資産売却損 0 0

 固定資産除却損 8 17

 特別損失合計 9 17

税引前当期純利益 1,005 407

法人税、住民税及び事業税 254 139

法人税等還付税額 △16 △2

法人税等調整額 △9 △16

法人税等合計 229 121

当期純利益 775 286
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計買換資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 1,855 264 264 463 557 5,362 1,645 8,028

当期変動額         

剰余金の配当       △197 △197

当期純利益       775 775

買換資産圧縮積立金

の取崩
    △1  1 -

税率変更に伴う積立

金の増加
    28  △28 -

自己株式の取得         

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 - - - - 27 - 550 578

当期末残高 1,855 264 264 463 584 5,362 2,196 8,606
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △4 10,144 11 11 10,155

当期変動額      

剰余金の配当  △197   △197

当期純利益  775   775

買換資産圧縮積立金

の取崩
    -

税率変更に伴う積立

金の増加
    -

自己株式の取得 △0 △0   △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  6 6 6

当期変動額合計 △0 578 6 6 584

当期末残高 △4 10,722 17 17 10,739
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 当事業年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

(単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計買換資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 1,855 264 264 463 584 5,362 2,196 8,606

当期変動額         

剰余金の配当       △65 △65

当期純利益       286 286

買換資産圧縮積立金

の取崩
    △1  1 -

税率変更に伴う積立

金の増加
    17  △17 -

自己株式の取得         

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 - - - - 16 - 204 220

当期末残高 1,855 264 264 463 600 5,362 2,400 8,827
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △4 10,722 17 17 10,739

当期変動額      

剰余金の配当  △65   △65

当期純利益  286   286

買換資産圧縮積立金

の取崩
    -

税率変更に伴う積立

金の増加
    -

自己株式の取得 △0 △0   △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  △13 △13 △13

当期変動額合計 △0 220 △13 △13 206

当期末残高 △5 10,942 3 3 10,946
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【注記事項】

 

（重要な会計方針）

 

１　有価証券の評価基準及び評価方法

（1） 子会社株式

移動平均法による原価法

（2） その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

（1）原材料及び貯蔵品

移動平均法を採用しております。

（2）製品・仕掛品

移動平均法を採用しております。

 

３　固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物 ２～50年

機械及び装置 ２～15年
 

　

（2） 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用分） ５年 （社内における利用可能期間）
 

　

（3） リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証のある場合は残価保証額）とする定額法を採用しており

ます。
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４　引当金の計上基準

（1） 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　

（2） 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上しております。

　

（3） 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の10年による定額法により費用処理しており

ます。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の10年による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　

（4） 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

 

５　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

 

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（1） 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれ

らの会計処理の方法と異なっております。

　

（2） 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

（3） 負ののれんの償却に関する事項

平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、20年間で均等償却しております。
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（表示方法の変更）

　

（損益計算書関係）

前事業年度において、独立掲記しておりました「業務受託手数料」及び「貸倒引当金戻入額」は、金額的重

要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。

なお、当事業年度の「業務受託手数料」は６百万円、「貸倒引当金戻入額」は４百万円であります。

 

 

（貸借対照表関係）

 

※１　関係会社に対する資産及び負債

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

短期金銭債権 1,398 百万円 1,763 百万円

短期金銭債務 50 〃 35 〃
 

 

※２　担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金750百万円の担保として、根抵当権限度額（10百万円）に供しているものは、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

土地 935 百万円 935 百万円

建物 737 〃 710 〃

機械及び装置 2,209 〃 2,041 〃

計 3,882 百万円 3,686 百万円
 

 

　３　保証債務

 

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

住宅財形融資制度に基づく従業員の銀行か
らの借入保証額

15 百万円 11 百万円
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（損益計算書関係）

 

※１　関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

 

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

営業取引による取引高     
売上高 2,026 百万円 2,866 百万円

仕入高 208 〃 124 〃

営業取引以外の取引による取引高 163 〃 181 〃
 

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

運送費 433 百万円 398 百万円

給料手当 383 〃 392 〃

賞与引当金繰入額 39 〃 36 〃

退職給付費用 32 〃 22 〃

役員退職慰労引当金繰入額 9 〃 10 〃

減価償却費 48 〃 46 〃
     

おおよその割合     

販売費 59 ％ 58 ％

一般管理費 41 〃 42 〃
 

 

※３　抱合せ株式消滅差益の主な内訳

 

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

連結子会社であった

利根鉄工株式会社を吸収合併
264 百万円 ― 百万円

 

 

 
 

（有価証券関係）

 

子会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式の時価を記載し

ておりません。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

  (単位：百万円)

区分
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

子会社株式 76 76
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産       
　賞与引当金  41 百万円  36 百万円

　貸倒引当金  8  〃  12 　〃

　未払事業税  10  〃  3  〃

　たな卸資産評価損  8  〃  14  〃

　役員退職慰労引当金  6  〃  9  〃

　固定資産減損損失  129  〃  121  〃

　資産除去債務  52  〃  46  〃

　退職給付引当金  137  〃  135  〃

　その他  11  〃  10  〃

繰延税金資産小計  406 百万円  390 百万円

評価性引当額  △129  〃  △121  〃

繰延税金資産合計  277 百万円  269 百万円

       
繰延税金負債       
　買換資産圧縮積立金  △278 百万円  △260 百万円

　その他有価証券評価差額金  △8  〃  △1  〃

　土地評価益  △91  〃  △85  〃

繰延税金負債合計  △378 百万円  △347 百万円

繰延税金資産（負債）純額  △101 百万円  △78 百万円
 

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

  
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率  35.6％  32.6％

（調整）       
交際費等永久に損金に算入されない項目  0.4％  0.8％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △1.2％  △3.4％

試験研究費に係る税額控除  △0.1％  △0.2％

住民税均等割  1.0％  2.3％

抱合せ株式消滅差益  △9.4％  ―％

負ののれん償却額  △0.3％  △0.8％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  △1.1％  △1.1％

法人税等還付税額  △1.7％  △0.5％

その他  △0.4％  0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  22.8％  29.8％
 

　

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で

成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消され

るものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の31.9％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４

月１日から平成30年３月31日までのものは30.5％、平成30年４月１日以降のものについては30.3％にそれぞれ変更さ

れております。

なお、当該変更の財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（重要な後発事象）

　

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累

計額

有形固定資産 建物 891 45 0 67 869 3,101

 構築物 173 75 2 18 227 744

 機械及び装置 2,423 357 13 504 2,264 14,520

 車両運搬具 10 ― 1 2 6 123

 工具、器具及び備品 116 131 0 104 143 2,698

 土地 3,293 ― ― ― 3,293 ―

 建設仮勘定 17 10 27 ― ― ―

 リース資産 161 17 6 70 102 137

 計 7,088 638 52 767 6,907 21,326

無形固定資産 借地権 32 ― ― ― 32 ―

 ソフトウェア 159 16 4 41 130 ―

 電話加入権 6 ― ― ― 6 ―

 計 199 16 56 41 170 ―
 

　
（注） 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 精整工場　雨漏り対応工事 16 百万円

構築物 置き場コンクリート舗装化 36 〃

機械及び装置 受電設備　鋳造電気室高圧ｃｏｍｂ盤更新工事 23 〃

 キュポラ溶解帯及びフロントバス出湯樋更新工事 17 〃

工具、器具及び備品 ＧＸモールドφ１５０製作　８Ｐ 9 〃

リース資産 フォークリフトＮＯ．６ 10 〃
 

 

【引当金明細表】

 

科目  
当期首残高

（百万円）

当期増加額

（百万円）

当期減少額

（百万円）

当期末残高

（百万円）

貸倒引当金  47 42 47 42

賞与引当金  124 120 124 120

役員退職慰労引当金  21 10 ― 31
 

 

（2）【主な資産及び負債の内容】

 

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（3）【その他】

 

特記事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

特別口座の振替  

　　取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　　株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。ただし事故その他のやむを得な

い事由により電子公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載して

おります。

当社の広告掲載URLは次のとおりであります。
　http://www.nichu.co.jp

株主に対する特典 なし
 

(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

 

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
（1） 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書   
    
 事業年度　第111期（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）  平成27年６月25日

関東財務局長に提出。

    
（2） 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書   
    

 事業年度　第110期（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）  平成28年３月30日
関東財務局長に提出。

    
 事業年度　第111期（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）  平成28年３月30日

関東財務局長に提出。

    
（3） 内部統制報告書   
    
 事業年度　第111期（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）  平成27年６月25日

関東財務局長に提出。

    
    

（4） 四半期報告書及び確認書   
    

 第112期第１四半期（自　平成27年４月１日 至　平成27年６月30日）  平成27年８月10日
関東財務局長に提出。

    
 第112期第２四半期（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）  平成27年11月９日

関東財務局長に提出。

    
 第112期第３四半期（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）  平成28年２月８日

関東財務局長に提出。

    
    
（5） 臨時報告書   
    

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(定時株主総会における
議決権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書

 平成27年６月25日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

平成２８年６月２４日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社

  取 締 役 会  御 中

 

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士  中  島  康  晴   印

業 務 執 行 社員  
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士  市　之　瀬　  申   印

業 務 執 行 社員  
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士  中  村  裕  輔   印

業 務 執 行 社員  
 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日本鋳鉄管株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益及び包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本鋳鉄管株式会社及び連結子会社の平成２８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本鋳鉄管株式会社の平

成２８年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、日本鋳鉄管株式会社が平成２８年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
 

 
 

（注）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成２８年６月２４日

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士  中  島  康 晴    印

業 務 執 行 社員  
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士  市　之　瀬　 申    印

業 務 執 行 社員  
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士  中  村  裕 輔    印

業 務 執 行 社員  
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている日本鋳鉄管株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第１１２期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について

監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本鋳

鉄管株式会社の平成２８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

（注）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出
会社）が別途保管しております。

　２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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